
施工の安全対策の深化特集 施工の安全対策の深化

1.　はじめに

建設業労働災害防止協会（以下，「建災防」とい
う）では，平成 27 年 12 月に「建設業におけるメ
ンタルヘルス対策のあり方に関する検討委員会」

（委員長 櫻井治彦 慶應義塾大学医学部名誉教授）
を設置し，平成 29 年度には「ICT を活用した労働
災害防止対策のあり方に関する検討委員会」（委
員長 建山和由 立命館大学理工学部教授）を設置
した。その後，それぞれの委員会において，建設
業の特性に留意したメンタルヘルス対策のあり方，
及び建設工事現場において ICT を活用すること
による労働安全衛生水準の向上に資する情報の収
集・活用方法について検討を行ってきた。

その結果，前者の委員会では「建災防方式健康
KY と無記名ストレスチェック」（本誌 2020 年
7，8 月号で紹介）及び「新ヒヤリハット報告」
の開発につながり，後者の委員会では「労働災害
防止のための ICT 活用データベース」及び「レ
ジリエンス能力向上のための VR 安全衛生教育プ
ログラム」の開発につながった。

一方，建設業における労働災害の現況をみる
と，ピークであった昭和 36 年に比べ 10 分の 1 程
度まで減少しているが，近年ではその減少率は鈍
化しており，災害発生状況の内容も依然として墜

落災害，重機災害及び崩壊災害という三大災害が
大半を占めるという構図は，半世紀の間変わって
いない。こうした状況を打開するには，これまでの
中心的対策であった物的な対策や管理的な対策に
加え，人そのものに着目した対策が必要と考える。

すなわち，危険有害業務に人が介在するがゆえ
に労働災害のリスクが発生するが，人が介在しな
ければ労働災害発生のリスクは限りなくゼロに近
づく。これを追求するものとして，i-Construction
に代表されるように無人化施工等の ICT を活用
した本質安全化対策を挙げることができるが，こ
の点については，前述の ICT を活用したデータ
ベースにおいて情報展開を行っているところであ
る。とはいえ，建設現場では人の介在を全くゼロ
にすることは不可能に近く，現実には多くの職種
の労働者が混在して仕事を行っている。

こうした状況において，これまでの対策は，人
はミスをするものであるとの前提で，フェールセ
ーフ等に代表される物的な対策及び資格や教育等
の管理的な対策を中心に進めてきた（「Safety Ⅰ」
の取組）。しかしながら，人がルールを逸脱して
不安全行動やヒューマンエラーを起こす場合に
は，必ずその背後要因（作業負荷，心身の状態，
コミュニケーション等）があり，それに対する探
究が十分とはいえなかった。このため，ヒューマ
ンファクターの背後要因対策として，ヒヤリハッ
トや災害そのものの減少につながる「深化した
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Safety Ⅰ」の取組が必要と考える。
さらに，人はミスを犯すが，ミスをリ
カバリーできるのも人であるという観
点から，レジリエンス能力を向上させ
ヒヤリハットを事故や災害につなげな
い「安全な状態を維持する」という

「Safety Ⅱ」の取組を併せて志向する
ことが重要と考える。このような考え
方を実現するためのソリューションと
して，建災防では，「新ヒヤリハット
報告」を開発したところである。

これにより，ICT を活用した本質
安全化の取組や「深化した Safety Ⅰ+Safety Ⅱ」
の取組を促すことに加え，ニーズの大きい新ヒヤ
リハット報告のデジタル化を実現することで，こ
れまで把握が困難であったリスク，ヒューマンファ
クター，レジリエンス等の要因に係る膨大なデー
タを取得できることになる。そして，この集積さ
れるビッグデータについて AI 分析を行い，併せ
て既存の安全衛生情報のデジタル化を進めること
によって，これまでの安全衛生管理手法とは次元
の異なる安全衛生管理の DX（デジタルトランス
フォーメーション）の方向性がうかがえるのでは
ないかと考える（図－ 1）。

そこで，本稿では，この新ヒヤリハット報告の
概要を紹介するとともに，建設業における安全衛
生管理全般の DX の方向性について提示するこ
ととしたい。

2.　建災防方式新ヒヤリハット報告

本誌 2020 年 7，8 月号で紹介したように，この
新ヒヤリハット報告の開発は，建設業におけるメ
ンタルヘルス対策の検討から始まった。前述のよ
うに，建災防では建設現場で簡単に実施できるメ
ンタルヘルス対策である「建災防方式健康 KY と
無記名ストレスチェック」を開発した。その際，
メンタルヘルスと労働災害防止には密接な関係性
があり，メンタルヘルス不調が不安全行動につな

がる精神医学上の発生機序を示すとともに，ヒヤ
リハットを災害の疑似体験と位置付け，約 19,000
人を対象に実態調査を行った。その結果，高スト
レス反応者はヒヤリハット体験するリスクが，そ
うでない人と比べ 2.03 倍高いことを導き出し，
安全衛生活動を進めるにあたって，メンタルヘル
ス対策が必要不可欠であることを多くの関係者が
認識することになった。

その一方で，労災につながるようなヒヤリハッ
ト体験者の割合が 58.2% にも達していることも明
らかになったことから，ヒヤリハットを災害の疑
似体験という観点だけでなく，災害に至る前にリ
カバリーした成功事例でもあるというレジリエン
ス・エンジニアリング（E.Hollnagel 他）の考え
方を取り入れて，改めてヒヤリハットそのものに
ついて検討を行った。

その結果，ハインリッヒ（H.W.Heinrich）著
「Industrial accident prevention（産業災害防止論）」
の The Foundation of a Major Injury の図を活用
して，図－ 2のようにヒヤリハットを，不安全行
動や不安全状態のある状況のなかで事故を起こし
そうになったが実際には事故に至らなかった事
象，いわば「no injury no accident」と位置付け
た。その上で，ヒヤリハットが事故や災害に至ら
なかった理由，事故や災害を回避できた能力（レ
ジリエンス能力），その能力を育成するのに役立
った日頃の活動，さらにはストレスなど職場環境
がどのような影響を与えているか，を明らかにす

図－ 1　労働災害減少率鈍化の膠着状態を打開する二つの視点
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る「建災防方式新ヒヤリハット報告」を開発した。
この新ヒヤリハット報告は，図－ 3のように，

実際の災害事例から学んだ再発防止対策を中心と
したこれまでの安全衛生対策（A）に，災害の背
景にあるヒューマンファクターへの対応（B）と，
日々刻々と変化する建設工事現場の作業環境に対
応するレジリエンス能力の向上（C）という二つ
の新たな視点を盛り込んで構成されている。これ
は，これまでの安全衛生活動（Safety Ⅰ）に加
え，メンタルヘルス等ヒューマンファクターの背

後要因に関する対策により，ヒヤ
リハット及び事故・災害そのもの
を減少させる「深化した Safety
Ⅰ」の取組と，レジリエンス能力
を向上させてヒヤリハットを事故
や災害につなげない「Safety Ⅱ」
の取組を併せて行うことを志向し
ているものである。さらには，働
く人々の心身が健康であるよう，
メンタルヘルス対策の取組や働き
がいを表すワーク・エンゲイジメ
ントの向上につながる取組も併せ
て求めている。

新ヒヤリハット報告の構成は図
－ 4，5の と お り で あ る。 表 面 

（図－ 4）では，ヒヤリハット体
験者の属性，ヒヤリハットの内
容，災害になっていた場合の傷害
のレベル，再発防止対策，背後要
因，心身の状態の項目を設定して
おり，裏面（図－ 5）では，仕事
のコントロール（裁量度），職場
の支援（コミュニケーション），
ワーク・エンゲイジメント（働き
がい），レジリエンス能力（ヒヤ
リハットが事故や災害に至らなか
った理由，回避できた具体的理
由，回避するのに役立った活動）
に関する項目を設定している。

この報告を収集し，所定の集計
ソフト（書籍『建災防方式「新ヒヤリハット報告」
活用マニュアル』に添付の CD-ROM）で集計分
析すると，災害の背景にあるヒューマンファクタ
ーや災害を回避するレジリエンス能力等が集団分
析され，全国平均（標準値）と現場平均（支店や
全社レベルの平均値比較も可能）を比較すること
で，対象建設工事現場の特性と状況を把握できる
仕組みとなっている（図－ 6）。

また，集団分析した結果を踏まえて，災害防止
に役立つレジリエンス能力等の向上につながる安

図－ 2　  The Foundation of a Major Injury（重い傷害の底辺） 
を活用したヒヤリハットの定義

図－ 3　  新ヒヤリハット報告による新たな視点からの労働災害防止対 
策について
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図－ 4　新ヒヤリハット報告の構成「表面」（記入例） 図－ 5　新ヒヤリハット報告の構成「裏面」（記入例）

メント

ワーク・エンゲイジメント。

図－ 6　ヒヤリハット体験者の背後要因分析
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全衛生活動の具体的取組について優先順位をつけ
て簡単に選ぶことができ，活動の選択と集中が可
能となり，その意義づけが明確になる（図－ 7）。

さらに，新ヒヤリハット報告の結果に基づい
て，体験者からヒアリングをすることで，これま
での事故報告では得られなかった事故や災害に至

る前に回避できたレジリエンス能力やヒューマン
ファクターの背後要因を明らかとする事例集を作
成できるとともに，作業員の方たちが五感をもっ
て感じ取った生の安全衛生情報（リスク等）につ
いても知ることができるようになる（図－ 8）。

図－ 7　ヒヤリハット体験者のレジリエンス能力分析

グッド
リカバリー

跳

5.0点 9.0点 7.0点 7.0点 10.0点

図－ 8　新ヒヤリハット報告に基づく事例集の一例
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3.　新ヒヤリハット報告と安全衛生
管理のDX

この新ヒヤリハット報告に関する理念や活用法
について理解を示す関係者が多くいる一方で，こ
のシステムを有効に活用するには，ヒヤリハット
体験者が紙ベースで調査票に記入するのではな
く，スマートフォンやタブレットで簡単に入力で
き，集計分析も自動的にできるようデジタル化が
必要であるという意見が多くある。

確かに，建設労働者 500 万人のうち 6 割の人が
1 年間に 1 回以上ヒヤリハットを体験していると
なるとその数は膨大であり，個別の建設企業にお
いて全社的にこの報告を求めれば，紙ベースでの
集計は相当な労力を要することになると思われ
る。このため，新ヒヤリハット報告を普及するに
は，調査票への記入，集計分析業務をデジタル化
することは必至の課題である。この点について，
IT ベンダー等によれば，個人情報を保護したう
えで作業員個人が保有するスマートフォンや現場
に備え付けるタブレット等を利用してヒヤリハッ
ト報告の各事項を入力し，集計・分析するソフト
を開発することは，既存のアプリ等を活用するこ
とで比較的容易にできるとのことである。なお，
集計・分析プログラムは，前述のように Excel を
使ったソフトをすでに建災防が開発・発刊してい
るので，これを利用することができる。

このように，新ヒヤリハット報告のデジタル化
は比較的容易に実現でき，すでに開発に取り組ん
でいる建設企業もあると思われるが，本稿で提示
したいのは，デジタル化が進み，新ヒヤリハット
報告が全社的，全国的に行われることとなった場
合の，その後の活用方法についてである。

集計した新ヒヤリハット報告を集団分析すれ
ば，災害の背景にあるヒューマンファクターや災
害を回避するレジリエンス能力等を直ちに把握で
きることはすでに述べた。さらに，新ヒヤリハッ
ト報告にはこれに限らずさらに多くの情報が含ま
れており，新ヒヤリハット報告の提出者に対して

的確なヒアリングを行うことができれば，これま
で把握できていなかった新たなリスクも発見でき
る。新ヒヤリハット報告の開発中に，実際に提出
者に対して行ったヒアリングの一例を紹介する
と，「重機の可動範囲の立ち入り禁止の表示は大
体どこの現場でも行われているが，立ち入り禁止
の反対側に行く道順を示しているところは少な
い。だから，初めて現場に来た人は道順がわから
なくて，やむなく立ち入り禁止のカラーコーンを
乗り越えることがある」と，なかなか気付きにく
いリアルな指摘があった。

このように，従来のヒヤリハット報告より格段
に豊富な情報を包含した新ヒヤリハット報告をデ
ジタル化して容易に収集できるようになると，そ
の収集量も膨大になる（大手ゼネコンで 5，6 万
人，準大手で 1，2 万人の労働者が毎日建設現場
で働いているといわれており，その約 6 割の人が
ヒヤリハット体験者であるため）。建設現場で働
く人々が五感をもって感じ取った，この膨大な安
全衛生に関する情報を適切に AI 分析できるよう
になると，これまでとは次元の異なる安全衛生管
理の手法が現出するのではないだろうか。

現在，多くの IT ベンダーや建設企業で進めら
れている災害事例等の安全衛生情報のデジタル化
と合わせて，この新ヒヤリハット報告のデジタル
情報を組み合わせると，従来の安全衛生管理の手
法を根底から変える，まさに安全衛生管理の DX
の方向性が提示できるのではないかと考える。

例えば，多くの事業場で安全衛生活動の最も重
要な取組としてリスクアセスメントを積極的に行
っているが，その内容をみると，リスクの洗い出
し（危険性，有害性の抽出）に際し，過去の災害
事例から導き出されたリスクに基づいているケー
スが多く，この場合，そのリスク低減対策もほと
んど既知のもの（主に物的，管理的対策）である。
リスクアセスメントというよりマニュアルの再確
認作業に近いものが散見され，隠されたリスクと
もいうべきヒューマンファクターの背後要因に言
及されることはほとんどないのが現状であろう。

ここで，不安全行動を起こすヒューマンファク
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ターの背後要因や事故を回避できたレジリエンス
力等の情報を包含した，新ヒヤリハット報告の
AI 分析結果を提示できれば，リスクアセスメン
トのあり方そのものが変わる可能性があると考え
る。また，新ヒヤリハット報告では，作業者が五
感をもって感じ取ったステロタイプでない作業に
内在する様々なリスクが明らかになる。これに現
場に設置した AI カメラと組み合わせて現場の状
況を分析すれば，安全衛生の向上ばかりでなく，
無理，無駄，無謀な作業内容等も明らかになり，
的確な対策を講じることで生産性の向上にもつな
がることが考えられる。さらに，この新ヒヤリハ
ット報告の AI 分析結果に加え，デジタル化され
た関係法令，各種機関が発出する安全衛生情報，
過去の災害事例情報等も併せて提示し，当該現場
にあった最適解を提示できるようになれば，安全
衛生管理そのもののプラットフォームが変わるか
もしれない。

つまり，これまで現場で行う安全衛生管理は，
元請けを中心に各級管理者等が様々な法令や資料
や事例を調べ膨大な情報に振り回されながら
OJT や OFF-JT を通じ主に経験知によって業務
を進めているのが現状であるが，これからは，そ
れぞれの建設現場に応じた最適解を AI が提示
し，それを人が改めて確認，アレンジし，より現
実的で違和感のない最適な管理を行っていくとい

う方向性が考えられる。
この方向性が必要な背景として，現実の現場管

理者の責任に帰すべき事項のおびただしさがあ
る。例えば，建設現場の労働災害や公衆災害の防
止に係る関係法令の一部を列挙すると，建築基準
法，建設業法，労働基準法，労働安全衛生法，じ
ん肺法，労災保険法，雇用保険法，健康保険法，
労働者派遣法，出入国管理法，大気汚染防止法，
水質汚濁防止法，騒音規制法，振動規制法，火薬
類取締法，消防法，廃棄物処理法，建設リサイク
ル法，電気事業法，電波法，悪臭防止法，道路
法，道路交通法等々があり，さらに地方公共団体
の各種条例や様々な機関からの要請・要望事項等
もある。そして，これらの法令等は日々さらに精
緻になり，内容も拡大・増加している。もはや人
の頭脳でこれらをすべて把握し，熟知したうえで
現場ごとの最適解を出していくことは不可能に近
いと思われる（図－ 9）。

もちろん，これらの法令等の要点を理解し，そ
の理念に基づいて事業活動を行うことは重要なこ
とではあるが，人の頭脳でそれらすべての条文を
把握し，最適解を見いだしていくことは困難であ
り，安全性の確保の面でも，生産性の向上の面で
も不安定で不確実なものとなる恐れが大きい。

そこで，本稿では，現在の膠着した労働災害減
少率を打破し労働災害の大幅な減少を図るため，

膨大な情報を精緻かつ正確
に分析・評価できる人工知
能とレジリエンスに物事を
判断できる人の頭脳を組み
合わせて，建設現場の安全
衛生対策の最適解を見いだ
していくことを目的とした
安全衛生管理の DX を提
案する次第である（図－
10，11）。

図－ 9　  安衛法便覧の変遷（労働安全衛生法及び関係政省令・通達を網羅した 
「安衛法便覧（労働調査会）」は年々厚みを増し続けている）
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特集施工の安全対策の深化施工の安全対策の深化

4.　おわりに

建災防では，この建設業における安全衛生管理
の DX のあり方を具体的に検討するため，冒頭
で述べた既設の「建設業におけるメンタルヘルス
対策のあり方に関する検討委員会」と「ICT を

活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討
委員会」の委員及びオブザーバーを構成員とする
合同委員会を開催して検討することとしている。

この課題に対する解は，一朝一夕には得られな
いかもしれないが，他分野に比べて遅れが目立つ
安全衛生管理分野の DX の推進に一石が投じら
れれば幸いである。

図－ 10　新ヒヤリハット報告 DX（イメージ）

図－ 11　安全衛生管理 DXのススメ（イメージ）
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